
　令和４年度の一般会計歳入決算額は、50
億3,917万円です。前年度に比べ4億8,408
万 3 千円減少しました。
　自主財源では、町税が前年度に比べ
2,018 万 4 千円の減収となりました。諸収
入は増加したものの、財産収入がふるさと
市町村圏基金廃止に伴う返還金の減などに
より 1 億 8,285 万 8 千円減少し、繰入金
は財政調整基金繰入金の減などにより 1 億
28 万 6 千円減少しました。
　依存財源においては、国庫支出金で、電
力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付
金事業補助金や防災安全交付金事業国庫補
助金は増加しましたが、住民税非課税世帯
等臨時特別給付金事業補助金の減などによ
り全体で 7,687 万 4 千円減少しました。町
債は、公共事業等債（農村集落基盤再編・
整備事業）の減など、全体で 6,271 万 6
千円の減少となりました。
　自主財源の割合は前年度に比べ 3.5％減
少しましたが、依然として町税の大部分を
占める固定資産税の減収が続いており、厳
しい財政運営となっております。
　依存財源のうち借入金である町債は、将
来に渡り償還の義務を負うものであるた
め、計画的かつ慎重な発行に努めてまいり
ます。

●歳入
項目 決算額 構成比

自

主

財

源

町 税 9 億 8,115 万 6 千円

19.5%内

訳

町 民 税 2 億 23 万 3 千円
固定資産税 7 億 1,188 万 9 千円
町たばこ税 4,392 万円
軽自動車税 2,105 万 6 千円
入 湯 税 405 万 8 千円

繰越金等 5 億 1,356 万 5 千円

10.2%内

訳

繰 入 金 2 億 1,141 万 4 千円
繰 越 金 1 億 6,958 万円
使用料及び手数料 4,928 万円
諸 収 入 6,476 万 7 千円
分担金及び負担金 653 万円
財 産 収 入 449 万 4 千円
寄 付 金 750 万円

依

存

財

源

地方交付税 21 億 7,669 万 9 千円 43.2%
国庫支出金 5 億 7,490 万 5 千円 11.4%
県 支 出 金 2 億 4,637 万 9 千円 4.9%
町 債 2 億 8,982 万 7 千円 5.8%
そ の 他 2 億 5,663 万 9 千円

5.0%内

訳

地 方 譲 与 税 9,828 万 6 千円
利 子 割 交 付 金 16 万 4 千円
配 当 割 交 付 金 163 万 3 千円
株式等譲渡所得割交付金 114 万 9 千円
法 人 事 業 税 交 付 金 1,002 万 6 千円
地 方 消 費 税 交 付 金 1 億 3,741 万 6 千円
自動車税環境性能割交付金 559 万 8 千円
地 方 特 例 交 付 金 184 万 8 千円
交通安全対策特別交付金 51 万 9 千円

　一般会計歳出決算額は、46 億 6,798 万
3 千円で、前年度に比べ 5 億 1,609 万円減
少しました。
　目的別にみると、総務費の決算額はふる
さと市町村圏基金の廃止に伴うふるさと創
生基金積立金の減などにより、2 億 9,497
万 8 千円の減少となりました。民生費は子
育て世帯への臨時特別給付金の減などによ
り 6,712 万 5 千円、土木費は除雪委託料
や橋梁整備基金積立金の減などにより 1 億
3,788 万 9 千円それぞれ減少しました。
　性質別にみると、投資的経費のうち災害
復旧事業費は減少しましたが、普通建設事
業費は橋梁補修工事や大川ふるさと公園整
備工事の増などにより 5461 万 8 千円増加
しました。
　積立金は、財政調整基金やふるさと創生
基金積立金の減などにより 4 億 3,560 万 6
千円減少しました。

【入湯税の使途】
　入湯税は、地方税法の規定により観光振
興に充てることとされている「目的税」で
す。
 令和４年度も、入湯税の税収を町の観光
振興のための経費に充当しました。

依存
　財源

自主
　財源

町税町税
9 億 8,115 万 6 千円9 億 8,115 万 6 千円

（19.5％）（19.5％）

町債町債
2 億 8,982 万 7 千円2 億 8,982 万 7 千円

（5.8％）（5.8％）

繰越金等繰越金等
5 億 1,356 万 5 千円5 億 1,356 万 5 千円

（10.2％）（10.2％）

地方交付税
21 億 7,669 万 9 千円

（43.2％）

国庫支出金国庫支出金
5 億 7,490 万 5 千円5 億 7,490 万 5 千円

（11.4％）（11.4％）

県支出金
2 億 4,637 万 9 千円

（4.9％）

その他
2 億 5,663 万 9 千円

（5.0％）

民生費民生費
9 億 2,449 万 5 千円9 億 2,449 万 5 千円

（19.8％）（19.8％）

その他
5 億 9,304 万 2 千円

（12.7％）

土木費土木費
7 億 1,156 万 2 千円7 億 1,156 万 2 千円

（15.2％）（15.2％）

総務費総務費
7 億 5,558 万 8 千円7 億 5,558 万 8 千円

（16.2％）（16.2％）

教育費教育費
4 億 4,437 万 4 千円4 億 4,437 万 4 千円

（9.5％）（9.5％）

公債費
4 億 1,782 万 9 千円

（9.0％）

衛生費
4 億 2,432 万 7 千円

（9.1％）

農林水産業費
3 億 9,676 万 6 千円

（8.5％） 決算報告
令和４年度一般会計

歳入
50億 3,917 万円

歳出
46億 6,798 万 3千円

●目的別歳出
項目 決算額 構成比

総 務 費 7 億 5,558 万 8 千円 16.2%
民 生 費 9 億 2,449 万 5 千円 19.8%
衛 生 費 4 億 2,432 万 7 千円 9.1%
農林水産業費 3 億 9,676 万 6 千円 8.5%
土 木 費 7 億 1,156 万 2 千円 15.2%
教 育 費 4 億 4,437 万 4 千円 9.5%
公 債 費 4 億 1,782 万 9 千円 9.0%
そ の 他 5 億 9,304 万 2 千円

12.7%内

訳

議 会 費 7,293 万 9 千円
労 働 費 449 万 6 千円
商 工 費 2 億 7,204 万 5 千円
消 防 費 2 億 3,789 万 1 千円
災害復旧費 567 万 1 千円

●性質別歳出
項目 決算額 構成比

義務的
経費

人 件 費 8 億 6,252 万 1 千円 18.5%
扶 助 費 2 億 7,033 万 9 千円 5.8%
公 債 費 4 億 1,782 万 9 千円 9.0%

そ
の
他
の
経
費

物 件 費 6 億 5,027 万 2 千円 13.9%
維 持 補 修 費 1 億 4,042 万円 3.0%
補 助 費 等 9 億 2,579 万 4 千円 19.8%
積 立 金 1 億 8,490 万 5 千円 4.0%
投資・出資・貸付 2,500 万円 0.5%
繰 出 金 4 億 4,675 万 1 千円 9.6%

投資的
経費

普通建設事業費 7 億 3,848 万 1 千円 15.8%
災害復旧事業費 567 万 1 千円 0.1%
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●町の財産
土地 14,253,592㎡

（うち山林） 12,910,037㎡
建物 59,545㎡

有価証券 6 件 7,338万円
出 資 金 17 件 6,122万円
基 金 19 件 32 億 4,141万円

物 品
自動車、除雪車など 53台
消防ポンプ積載車など 84台

●町民一人当たりに使われたお金

920,525 円
※一般会計歳出額（46 億 6,798 万 3 千円）

を人口（5,071 人・令和 5 年 3 月 31 日現在）
で割ったものです。

総 務 費 149,002 円

民 生 費 182,310 円

衛 生 費 83,677 円

農 林 水 産 業 費 78,242 円

土 木 費 140,320 円

教 育 費 87,630 円

公 債 費 82,396 円

その他（議会費等） 116,948 円
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財政調整積立基金残高
基金残高

4年度3年度2年度令和元年度30 年度

●町債残高、借入額及び返済額の状況
年度 町債残高 借入額 返済額

平成 30 年度 38 億 1,691 万 9 千円 2 億 8,432 万 8 千円 3 億 8,828 万 9 千円 

令和元年度 39 億 2,026 万円 5 億 2,205 万 8 千円 4 億 1,871 万 7 千円 

令和２年度 39 億 7,513 万 3 千円 4 億 6,931 万 1 千円 4 億 1,443 万 8 千円

令和３年度 38 億 9,817 万 6 千円 3 億 5,254 万 3 千円 4 億 2,950 万円

令和 4 年度 37 億 7,780 万 4 千円 2 億 8,982 万 7 千円 4 億 1,019 万 9 千円

●特別会計の決算額
特別会計名 決算額 対前年比

国 民 健 康 保 険 歳入 7 億 7,259 万 4 千円 1,654 万円の減
歳出 7 億 675 万円 3,107 万 2 千円の減

後期高齢者医療 歳入 8,478 万 9 千円 34 万 3 千円の増
歳出 8,460 万 1 千円 45 万 3 千円の増

介 護 保 険 歳入 9 億 5,240 万 1 千円 787 万 2 千円の増
歳出 8 億 3,059 万 6 千円 592 万 4 千円の減

簡 易 水 道 事 業 歳入 2 億 1,381 万 4 千円 685 万 5 千円の減
歳出 2 億 1,181 万 4 千円 269 万 8 千円の減

農業集落排水事業 歳入 2,704 万 3 千円 122 万円の増
歳出 2,704 万 3 千円 122 万円の増

　特別会計は一般会計と区
分し、特定の収入支出で経
理を行う会計です。
　令和４年度は全ての特別
会計において、健全な運営
がなされました。

　経常収支比率は、人件費、扶助費、
公債費等の義務的性格の経常経費に、
町税、普通交付税、地方譲与税を中心
とする経常一般財源収入がどの程度充
当されているかを示します。財政構造
の弾力性を判断するための指標として
用いられ、比率が低いほど臨時の財政
需要への余裕をもつことになり、財政
構造に弾力性があることになります。

　令和４年度決算に基づく町の実質公
債費比率は、前年度に比べ 0.3％減の
6.2％となりました。将来負担比率に
ついては昨年度同様に生じなかったた
め、健全な財政状況にあるといえます。
　しかし、町税の減少傾向が続く本町
においては厳しい財政状況下にあるこ
とに変わりはありません。今後も健全
財政に努めるとともに、住民福祉と地
域活性化を図るための効率的な事業実
施に努めてまいります。

●健全化判断比率
実質赤字
比率 ※ 10

連結実質
赤字比率※ 11

実質公債
費比率 ※ 12

将来負担
比率 ※ 13

下 郷 町 ― ―   6.2% ―
早期健全化基準 15.0% 20.0% 25.0% 350.0%
財政再生基準 20.0% 30.0% 35.0% ―

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」と表示
※将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債額を充当可能

財源（基金等）が上回っているため「－」と表示

●資金不足比率 ※ 14

会計名 令和 4 年度決算
に 基 づ く 数 値

経営健全化
基準

簡易水道事業特別会計 ― 20.0%
農業集落排水事業特別会計 ― 20.0%

※いずれも赤字額がないため「－」と表示
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●町の経常収支比率の推移（平成 30 ～令和 4 年度）
（％）

（億）

81.0 80.8

86.2
85.2 84.4

●基金残高の推移（平成 30 ～令和４年度）

26 億 4,436 万円

13 億 9,739 万 3 千円

16 億 8,729 万 3 千円

30 億 4,885 万 9 千円

各種データ 特別会計

経常収支比率

財政健全化
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